
証券コード：7369

第7回  定 時 株 主 総 会

招集ご通知
　

開催日時 2023年9月28日（木曜日）午前10時
受付開始：午前9時30分

開催場所 岐阜県岐阜市橋本町1丁目10番地11
じゅうろくプラザ　2階ホール
(末尾の会場ご案内図をご参照ください。)

決議事項 議案　取締役５名選任の件
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2023年９月

代表取締役社長

株主の皆様におかれましては平素より格別のご高配を
賜り厚く御礼申しあげます。
当社の第7回定時株主総会の招集ご通知をお届けいた
します。

　

株主の皆様へ

　平素はメイホーグループに対しまして格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
当社2023年6月期（2022.7.1～2023.6.30）定時株主総会招集ご通知をお届けするにあたり、
ご挨拶申しあげます。
2023年6月期（当期）は、売上高、売上総利益、営業利益、経常利益、親会社株主に帰属する当

期純利益の全てにおいて過去最高を達成することができました。
売上高につきましては、前期6,113百万円に対して当期7,371百万円と対前期比1,258百万円

（20.6％）の増加となりました。
売上総利益につきましては、前期1,829百万円に対して当期2,224百万円と対前期比395百万円
（21.6％）の増加となりました。
営業利益につきましては、前期343百万円に対して当期462百万円と対前期比120百万円（34.

９％）の増加となりました。
経常利益につきましては、前期397百万円に対して当期496百万円と対前期比99百万円

（24.9％）の増加となりました。
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親会社株主に帰属する当期純利益につきましては、前期224百万円に対して当期270百万円と対
前期比46百万円（20.4％）の増加となりました。
これらは既存企業の業績が堅調に推移したことに加え、資本提携させていただいた企業様の業績
が順調に推移したことが寄与いたしました。
これも、株主の皆様のご理解、ご支援をいただいたおかげであり、厚く御礼申しあげます。
私たちメイホーグループは、『変わる勇気が未来を変える』というキャッチフレーズを胸に、今

後も引き続き、長年、地域を支えてこられた企業様との資本提携を進めるとともに、人事戦略や資
本戦略の推進、並びにコーポレート・ガバナンスの強化に取り組み、わが国に永続的発展的な中小
企業を増やし地域に貢献するため、経営基盤の強化に努めてまいります。
　株主の皆様におかれましては、メイホーグループに対して引き続き一層のご支援、ご高配を賜り
ますようお願い申しあげます。
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証券コード  7369
2023年9月12日

株 主 各 位
岐阜県岐阜市吹上町6丁目21番

株式会社メイホーホールディングス
代表取締役社長 尾松　豪紀

【当社ウェブサイト】
　https://meihoholdings.co.jp/ir/stock/meeting.html

【株主総会資料　掲載ウェブサイト】
　https://d.sokai.jp/7369/teiji/

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
　https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第7回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社の第7回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますようご通知申しあげま
す。

　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）について電子提供措置
をとっており、インターネット上の以下の各ウェブサイトに掲載しておりますので、いずれかのウェブサイトにアク
セスのうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「メイホーホールディングス」又は「コー
ド」に 当 社 証 券 コ ー ド 「 7 3 6 9 」 を 入 力 ・ 検 索 し 、 「 基 本 情 報 」 「 縦 覧 書 類 / P R 情報」を順に選
択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使することができますので、後記の株主総会参考書類を
ご検討のうえ、2023年9月27日（水曜日）午後5時30分までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあ
げます。

敬　具
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■１ 日　　時 2023年9月28日（木曜日）午前10時（受付開始：午前9時30分）
■２ 場　　所 岐阜県岐阜市橋本町1丁目10番地11

じゅうろくプラザ　2階ホール
(末尾の会場ご案内図をご参照ください。)

■３ 目的事項 報告事項 1. 第7期（2022年7月1日から2023年6月30日まで）
事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監
査結果報告の件

2. 第7期（2022年7月1日から2023年6月30日まで）
計算書類報告の件

決議事項 議案　取締役５名選任の件

◎当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげま
す。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の各ウェブサイトにおいて、その旨、修正前
及び修正後の事項を掲載いたします。

◎本株主総会においては、書面交付請求の有無に関わらず、一律に電子提供措置事項を記載した本招集ご通知  
（書面）をお送りいたします。連結計算書類の「連結注記表」及び計算書類の「個別注記表」につきまして
は、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、本招集ご通知には記載しておりませんので上記インターネット
上の各ウェブサイトをご覧ください。従って、当該書面に記載している連結計算書類及び計算書類は、会計監
査人が会計監査報告を、監査役が監査報告を作成するに際して監査をした対象書類の一部であります。

◎節電の取り組みの一環として、当日は会場の空調を抑制させていただきます。また、当社スタッフは軽装（ク
ールビズ）にて対応させていただく予定ですので、あらかじめご了承くださいますようお願い申しあげます。

記

以　上
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株主総会にご出席される場合 書面（郵送）で議決権を行使される場合

2023年9月28日（木曜日）
午前10時
(受付開始：午前9時30分)

本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙
を会場受付にご提出ください。
日時

　

本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙
に議案に対する賛否を
ご表示のうえ、切手を貼らずにご投函ください。
(下記の行使期限までに到着する
ようご返送ください。)

行使期限 2023年9月27日（水曜日）午後５時30分到着分まで

【議決権行使についてのご案内】
１．書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表示がない場
　　合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。
２．代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主の方１名を代理人として株主総会にご
　　出席いただけます。ただし、代理権を証明する書面のご提出が必要となりますのでご了承ください。
３．議決権は、以下の2つの方法により行使いただくことができます。

議決権行使書用紙のご記入方法

議案について
全 員 賛 成 の 場 合 →賛 に○印
全 員 反 対 の 場 合 →否 に○印
一 部 候 補 者 に
反 対 の 場 合

→賛 に○印をし、反対する候補者
番号を下の空欄に記入

議 決 権 行 使 書
御中

　○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○

1. ○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○

3.

4.

○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○

2.
議 決 権 の 数
　　　　　　　　個

○年○月○日

株式会社○○○○

株式会社○○○○

○○○○○○○
○○○○○○○
○○○○○○○
○○○○○○○
○○○○○○○
○○○○○○○

※議決権行使書用紙はイメージです。
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議案 取締役５名選任の件

候補者番号 氏　名 当社における地位 候補者属性

1 お

尾
まつ

松
 

　
ひで

豪
とし

紀 代表取締役社長 再 任
　

2 の

野
じま

島
 

　
とおる

透 取締役専務執行役員 再 任
　

3 かわ

河
い

合
 

　
あき

清
ら

明 取締役 再 任
　

4 の

野
の

々
むら

村
 

　
もと

元
じ

次 取締役 再任 社 外 独 立
　

5 ふる

古
かわ

川
 

　
くに

國
ひさ

久 取締役 再任 社 外 独 立
　

再 任
　
再任取締役候補者 社 外

　
社外取締役候補者 独 立

　
証券取引所の定めに基づく独立役員

株主総会参考書類

　取締役全員（５名）は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります。
　つきましては、取締役５名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
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候補者番号 1
お

尾
ま つ

松
 

　
ひ で

豪
と し

紀
再 任

生年月日
1963年11月４日
所有する当社の株式数
774,000株
在任年数
６年７か月
取締役会出席状況
14/14回
　

略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況
    1986年    4 月 日立造船株式会社入社
    1992年    4 月 株式会社メイホーエンジニアリング入社
    1998年    7 月 同社 取締役
    2001年    7 月 同社 代表取締役社長
    2013年    4 月 一般社団法人岐阜県建設コンサルタンツ協会  監事
    2016年    6 月 株式会社アルト 代表取締役社長
    2017年    2 月 当社 代表取締役社長（現任）
    2017年    7 月 株式会社メイホーエンジニアリング 代表取締役会長（現任）
    2017年    7 月 株式会社アルト 代表取締役会長
    2018年    7 月 一般社団法人マルエイソーシャルサポート 理事（現任）

取締役候補者とした理由
尾松豪紀氏は、当社の代表取締役としてこれまでの業績の成長を牽引し、経営の重要事項
の決定及び業務執行の監督に十分な役割を果たしてまいりました。その知識と見識を活か
し、今後も当社の企業価値向上に寄与することが期待できるため、引き続き選任をお願い
するものであります。

　

候補者番号 2
の

野
じ ま

島
 

　
とおる

透
再 任

　
生年月日
1961年６月16日
所有する当社の株式数
―株
在任年数
1年
取締役会出席状況
11/11回
（当社取締役就任以降）　

略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況
1985年    4 月 大蔵省（現財務省）入省
1992年 5 月 外務省在タイ日本大使館一等書記官
2001年 7 月 財務省大阪国税局査察部長
2006年８ 月 内閣府本府参事官
2007年９ 月 学校法人二松学舎評議員（現任）
2012年 7 月 財務局大臣官房会計課長
2013年 7 月 財務省九州財務局長
2014年 7 月 独立行政法人都市再生機構理事
2020年11月 三井住友海上火災保険株式会社顧問
2020年12月 当社 顧問
2022年 9 月 学校法人中国学園大学客員教授（現任）
2022年 9 月 当社 取締役専務執行役員経営戦略室長（現任）
2023年 2 月 山田方谷記念館名誉館長（現任）

取締役候補者とした理由
野島透氏は、長年にわたり財務省で要職を経験され、大所高所の目線による思考をお持ち
であること、九州財務局長時代に地域社会の活性化などに携わられ、その知見や経験を有
していること。また、2020年より当社の顧問を務められていることから、今後の当社グル
ープの経営全体を牽引していただけると判断し、引き続き選任をお願いするものでありま
す。
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候補者番号 3
か わ

河
い

合
 

　
あ き

清
ら

明
再 任

生年月日
1953年８月２日
所有する当社の株式数
156,000株
在任年数
６年７か月
取締役会出席状況
14/14回
　

略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況
    1977年    4 月 有限会社ニッセイコンサルタント入社
    1981年    7 月 有限会社メイホーエンジニアリング（現・株式会社メイホーエンジニアリ

ング）入社
    2000年    4 月 同社 取締役営業部長
    2007年    7 月 同社 取締役技術部長
    2011年    7 月 同社 取締役名古屋支店長
    2012年    7 月 同社 取締役復興支援事業部長
    2015年    12月 株式会社スタッフアドバンス 取締役
    2016年    6 月 株式会社アルト 取締役
    2016年    7 月 株式会社メイホーエンジニアリング 取締役復興支援事業部長兼発注者支援

事業部長
    2017年    2 月 当社 取締役建設関連サービス事業担当（現任）
    2017年    7 月 株式会社メイホーエンジニアリング 代表取締役社長（現任）
    2021年    4 月 一般社団法人岐阜県建設コンサルタンツ協会  監事（現任）

取締役候補者とした理由
河合清明氏は、2000年より当社の子会社である株式会社メイホーエンジニアリングの取
締役を、2017年より同社の代表取締役社長及び当社取締役建設関連サービス事業担当を
務めており、建設関連サービス事業の責任者として業務全般に精通しております。当該事
業の豊富な業務経験と経営全般及び管理、運営業務に関する知見を有していることから、
今後の当社グループの経営全体を牽引していただけると判断し、引き続き選任をお願いす
るものであります。

　

候補者番号 4
の

野
の

々
む ら

村 
も と

元
じ

次
再任 社 外 独 立

　
生年月日
1953年1月28日
所有する当社の株式数
―株
社外取締役在任年数
５年
取締役会出席状況
13/14回　

略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況

    1971年    4 月 名古屋国税局入局
    2006年    7 月 名古屋東税務署 署長
    2007年    7 月 国税庁長官官房主任国税庁 監察官
    2012年    7 月 名古屋国税局 課税第二部長
    2013年    9 月 野々村元次税理士事務所 所長（現任）
    2018年    7 月 一般社団法人マルエイソーシャルサポート 監事（現任）
    2018年    9 月 当社 社外取締役（現任）

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
野々村元次氏は、国税庁での経歴や、税理士として培われた会計・税務に関する専門的な
知識・経験などを当社の経営に反映いただけるものと判断し社外取締役候補者として選任
しております。なお、同氏は、過去に会社経営に関与された経験はありませんが、上記の
理由から社外取締役としての職務を適切に遂行できるものと判断いたします。
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候補者番号 5
ふ る

古
か わ

川
 

　
く に

國
ひ さ

久
再任 社 外 独 立

生年月日
1945年4月27日
所有する当社の株式数
―株
社外取締役在任年数
1年
取締役会出席状況
11/11回
（当社取締役就任以降）　

略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況
1964年    4 月 西本産業株式会社（現 キヤノンメドテックサプライ株式会社）入社
1992年 8 月 株式会社シップコーポレーション（現 シップヘルスケアホールディングス

株式会社）設立、代表取締役社長
1992年11月 グリーンホスピタルサプライ株式会社（現 シップヘルスケアホールディン

グス株式会社へ吸収合併）代表取締役社長
2014年 6 月 シップヘルスケアホールディングス株式会社代表取締役会長（現任）
2022年 9 月 当社 社外取締役（現任）

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
古川國久氏は、長年にわたり経営全般に豊富な見識、職務経験を有しております。現在も
シップヘルスケアホールディングス株式会社代表取締役会長であり、グループ企業の見
識、経営経験をもとに今後の当社グループの経営に反映いただけるものと判断し、社外取
締役候補者として選任しております。

　
（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
　　　２．取締役候補者　尾松豪紀氏は、会社法第2条第4号の2に定める親会社等であります。
　　　３．野々村元次氏及び古川國久氏は、社外取締役候補者であります。
　　　４．野々村元次氏及び古川國久氏は、東京証券取引所及び名古屋証券取引所の定めに基づく独立役員として、両取引所に
　　　　　届け出ております。両氏の再任が承認された場合、両氏は引き続き独立役員として両取引所に届け出る予定でありま
　　　　　す。
　　　５．当社は、野々村元次氏及び古川國久氏との間で会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423 条第１項の損害賠償
　　　　　責任を限定する契約を締結しております。当該契約における損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第1項に定める最
　　　　　低責任限度額としており、野々村元次氏及び古川國久氏の再任が承認された場合は、両氏との間で当該契約を継続する
　　　　　予定であります。
　　　６．当社は、保険会社との間で、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しております。
　　　　　本議案において各候補者の再任が承認可決された場合、各候補者は、当該保険契約の被保険者に含まれることとなり
　　　　　ます。また、次回更新時には同内容での更新を予定しております。
　　　　①当該保険契約の被保険者の範囲
　　　　　当社及び子会社（MEIHO APHIVAT CO.,LTD.を除く）の取締役及び監査役
　　　　②当該保険契約の内容の概要
　　　　　被保険者に該当する役員が、役員としての業務中の行為（不作為を含む）に起因して、保険期間中に株主、投資家、
　　　　　従業員その他第三者から損害賠償請求を提起された場合において、被保険者が損害賠償金・争訟費用を負担すること
　　　　　によって被る損害に対して、保険金が支払われます。ただし、違法行為による損害や他種の賠償責任保険により填補
　　　　　されうる損害は填補されない等、一定の免責事由があります。
　　　　③当該保険契約の保険料
　　　　　保険料は全額会社負担となっております。
　　　７．野々村元次氏の社外取締役としての在任期間は、本定時株主総会終結の時をもって５年となります。また、古川國久氏
　　　　　の社外取締役としての在任期間は、本定時株主総会終結の時をもって１年となります。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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事業報告（2022年7月1日から2023年6月30日まで）

1 企業集団の現況

提供書面

(1) 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果
　当連結会計年度におけるわが国経済は、ウィズコロナに向けた社会経済活動の両立が進められる中、個人消費や設
備投資、雇用情勢などを中心として、緩やかに回復の動きがみられました。しかしながら、世界的な資源価格の高騰
による物価上昇や欧米各国の金融引き締め等による景気後退懸念により、依然として先行き不透明な状況が続いてお
ります。
　当社グループを取り巻く経営環境は、建設関連サービス事業及び建設事業では、補正予算による追加の予算措置が
講じられたことなどから、公共投資が底堅く推移いたしました。人材関連サービス事業では、主要顧客が属する建設
業界において、建設需要が堅調に推移したことなどから、派遣技術者への引き合いは堅調でありました。介護事業で
は、燃料費、食材費等の上昇により運営費の増加がみられましたが、各種助成金による支援などによりその影響は限
定的でありました。また、ウィズコロナの進展により、感染拡大期の状況と比べて利用者数に回復の動きがみられま
した。
　このような状況のもと、当社グループは、グループ経営基盤の強化、グループネットワークの拡大に取り組んでま
いりました。建設関連サービス事業においては、2022年７月１日付けで株式会社安芸建設コンサルタント（広島県
広島市）の株式の取得（当社の孫会社化）を行い、同社は第１四半期連結会計期間より当社グループの業績に貢献し
ております。また、人材関連サービス事業においては、2023年１月１日付けで岩手県に拠点を有する人材派遣事業
を譲り受けるとともに、建設事業においては、2023年１月４日付けで株式会社三川土建（新潟県東蒲原郡阿賀町）
の株式の取得（当社の孫会社化）を行いました。これらの事業及び会社は、第３四半期連結会計期間より当社グルー
プの業績に貢献しております。以上より、当社を含むグループネットワークの会社数は、前期比で２社増加し、18
社となりました。
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第6期
（2022年6月期）

第7期
（2023年6月期） 前連結会計年度比

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 増減率

売上高 6,113 7,371 1,258増 20.6%増

営業利益 343 462 120増 34.9%増

経常利益 397 496 99増 24.9％増

親会社株主に帰属する当期純利益 224 270 46増 20.4％増

　以上の結果、当連結会計年度の経営成績は、売上高7,370,810千円（前期比20.6％増）、営業利益462,358千円
（同34.9％増）、経常利益495,632千円（同24.9％増）、親会社株主に帰属する当期純利益269,858千円（同
20.4％増）となりました。
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3,756百万円

建設関連サービス事業

売上高

（前連結会計年度比23.6％増）

　建設関連サービス事業においては、災害業務や一部業務において契約額の増額変更があった
こと、株式会社ノース技研（2021年10月グループ加入）、株式会社安芸建設コンサルタント
（2022年７月グループ加入）の売上が寄与したことなどから、売上高は3,756,225千円（同
23.6％増）、セグメント利益は586,928千円（同42.5％増）となりました。また、受注高につ
いては、国土交通省及び地方自治体からの発注により、3,861,665千円（同37.3％増）にな
り、受注残高は2,008,847千円（同18.9％増）となりました。

1,323百万円

人材関連サービス事業

売上高

（前連結会計年度比13.9％増）

　人材関連サービス事業においては、人材派遣事業における稼働人数の増加並びに2023年１月
に実施した事業譲受に伴う売上増が寄与し、売上高は1,323,363千円（同13.9％増）となりま
した。一方セグメント利益は、海外アウトソーシング事業における円安による原価率の上昇、
営業管理体制の強化、拠点の移転拡張等による販管費の増加等により、101,624千円（同
21.5％減）となりました。

1,597百万円

建設事業

売上高

（前連結会計年度比24.3％増）

　建設事業においては、請負工事の一部に増額変更があったこと、株式会社有坂建設（2021年
10月グループ加入）、株式会社三川土建（2023年１月グループ加入）の売上が寄与したこと
などから、売上高は1,596,531千円（同24.3％増）となりました。一方セグメント利益は、前
期の反動減によるもののほか、一部工事の工期延長や株式会社三川土建の株式取得によるのれ
ん償却費の増加などから、158,981千円（同1.7％減）となりました。受注高については、国
土交通省及び地方自治体などからの発注により、2,032,753千円（同72.3％増）になり、受注
残高は1,073,129千円（同124.4％増）となりました。

707百万円

介護事業

売上高

（前連結会計年度比9.5％増）

　介護事業においては、ウィズコロナの進展により、利用者が戻りつつあるとともに、アルト
介護センターえみふる（2022年１月事業譲受）の売上が寄与したことなどから、売上高
706,583千円（同9.5％増）、セグメント利益102,836千円（同12.3％増）となりました。

　企業集団の事業区分別売上状況は次のとおりであります。
（売上高及びセグメント利益は連結消去前の数値を記載しております。）
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② 設備投資の状況
　当連結会計年度中において実施いたしました当社グループの設備投資の総額は83,353千円です。
　その主な内訳は、介護事業における事業所の改装工事等建物の取得44,630千円、建設関連サービス事業におけ
る計測機器、測量機器等の工具、器具及び備品の取得16,106千円であります。

③ 資金調達の状況
　当社はグループの資金調達窓口の役割を担っております。
　当連結会計年度中には、2022年12月にM＆Aによる株式購入資金として金融機関より長期借入金350,000千円
の調達を行いました。

第4期
（2020年6月期）

第5期
（2021年6月期）

第6期
（2022年6月期）

第7期
（当連結会計年度）
（2023年6月期）

売上高 (千円) 5,233,755 5,274,487 6,112,595 7,370,810
経常利益 (千円) 322,756 402,836 396,829 495,632
親会社株主に帰属する当期純利益 (千円) 210,304 237,241 224,192 269,858
1株当たり当期純利益 (円) 175.25 193.54 143.66 172.77
総資産 (千円) 2,483,561 3,078,256 3,712,933 4,146,868
純資産 (千円) 728,431 1,654,186 1,860,088 2,125,113
1株当たり純資産 (円) 607.03 1,059.97 1,191.95 1,358.78
（注）１．当社グループは、第５期より連結計算書類を作成しております。なお、第４期につきましては「連結財務諸表の用語、様式

及び作成方法に関する規則」（1976年大蔵省令第28号）に基づき作成した連結財務諸表の数値を参考情報として記載して
おります。

２．１株当たり当期純利益は、自己株式を除いた期中平均発行済株式数に基づき算出しております。
３．１株当たり純資産は、自己株式を除いた期末発行済株式数により算出しております。
４．2020年12月２日付で普通株式１株につき2,000株の割合で株式分割を行っております。第４期の期首に当該株式分割が行

われたと仮定し、１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産を算定しています。
５．第６期より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を適用しており、第６期以降の財

産及び損益の状況については、当該会計基準等を適用した後の数値を記載しております。

(2) 直前3事業年度の財産及び損益の状況
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会社名 資本金
（千円）

当社の議決権比率
（％） 主要な事業内容

株式会社メイホーエンジニアリング 100,000 100.0 建設関連サービス事業
建設コンサルタント、補償コンサルタント、測量業他

株式会社メイホーアティーボ 50,000 100.0
人材関連サービス事業
技術者派遣、製造業派遣、警備業、
外国人人材サービス、海外アウトソーシング受託

株式会社東組 20,000 100.0 (注) 建設事業
総合建設業

株式会社アルト 10,000 100.0 介護事業
通所介護、居宅介護支援事業所

(3) 重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況
　該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

　（注）直接保有している議決権はありませんが、実質的に支配している子会社であります。

14



(4) 対処すべき課題
　当社グループの事業領域である、総合行政サービスを取巻く状況をみると、わが国の中長期的な人口減少・少子高
齢化が、経済成長と財政健全化の制約となっております。
　当社グループは、このような事業環境の変化に対応するため、地域の企業の事業承継の受け皿として積極的に
M&Aを実施するとともに、日本全域をカバーする企業ネットワークの構築を行うことで、グループ内に多種多様な
見識、技術、知見、ノウハウを獲得し、それをグループ入りした企業を中心に還元していくプラットフォーム型のビ
ジネスを推進してまいります。
　このような事業方針に対応するため、内部管理体制の更なる強化、優秀な人材の採用と育成、当社グループの知名
度向上が重要な課題であると認識しております。
　このような課題に対しては、コンプライアンス体制及び内部統制の充実・強化を図り、優秀な人材については育成
だけでなく中途採用も積極的に実施するとともに、イキイキと働き、やりがいを感じ、満足できる給与、休暇を得る
ことができる企業づくりを推進していきます。グループの知名度向上については、中長期的な視野を持ちながら、Ｐ
Ｒ戦略を立案・実行してまいります。

事業区分 事業内容

建設関連サービス事業 建設コンサルタント業、補償コンサルタント業、測量業、地質調査業、発注者支援事業

人材関連サービス事業 労働者派遣事業、警備業、海外アウトソーシング受託事業

建 設 事 業 総合建設業、法面工事事業

介 護 事 業 通所介護（デイサービス）、認知症対応型通所介護、居宅介護支援

(5) 主要な事業内容（2023年6月30日現在）
　当社グループは持株会社として経営指導等の経営管理を行う当社及び子会社の計18社により構成されており、建
設関連サービス事業、人材関連サービス事業、建設事業及び介護事業を主たる事業としております。
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本社 岐阜県岐阜市吹上町6丁目21番

株式会社メイホーエンジニアリング 岐阜県岐阜市吹上町6丁目21番

株式会社メイホーアティーボ 東京都千代田区一番町10-2

株式会社東組 三重県尾鷲市倉ノ⾕町2-7

株式会社アルト 岐阜県岐阜市吹上町6丁目21番

(６) 主要な営業所（2023年6月30日現在）

① 当社

② 主要な子会社

事業区分 使用人数 前連結会計年度末比増減
建設関連サービス事業 193 （148）名 23名増 （7名増）

人材関連サービス事業 178 （184）名 7名増（47名増）

建設事業 51 （10）名 7名増 （1名増）

介護事業 50 （147）名 1名減（15名増）

合　　計 472 （489）名 36名増（70名増）

使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数
35（1）名 3名増（1名減） 39.5歳 3.5年

(7) 使用人の状況（2023年6月30日現在）

① 企業集団の使用人の状況

(注) 使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

② 当社の使用人の状況

(注) 使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

借入先 借入額（千円）

株式会社広島銀行 332,504

(8) 主要な借入先の状況（2023年6月30日現在）
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2 会社の現況

① 発行可能株式総数 4,800,000株
② 発行済株式の総数 1,564,100株
 （注）新株予約権の権利行使により、発行済株式の総数は3,500株増加しております。
③ 株主数 831名

株主名 持株数（株） 持株比率（%）

尾松　豪紀 774,000 49.48

河合　清明 156,000 9.97

山本　恭司 66,000 4.21

藤原　巧 55,100 3.52

MSIP　CLIENT　SECURITIES 49,800 3.18

尾松　恵子 46,000 2.94

 メイホーホールディングス従業員持株会 27,800 1.77

 株式会社SBI証券 25,691 1.64

株式会社マルエイ 23,000 1.47

日本証券金融株式会社 12,100 0.77

(1) 株式の状況（2023年6月30日現在）

④ 大株主

　(注) 持株比率は小数点第3位以下を切り捨てて算出しております。
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第１回新株予約権
発行決議日 2020年12月２日

新株予約権の数（注)2 ４個

新株予約権の目的となる株式の種類と数(注)2 普通株式 2,000株
（新株予約権1個につき 500株）
　

新株予約権の払込金額 新株予約権と引換えに払い込みは要しない

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
(注)2

新株予約権1個当たり 420,000円
（1株当たり 840円）
　

権利行使期間 2022年12月3日から
2030年12月2日まで

行使の条件 (注)1

役員の保有状況

取締役
(社外取締役を除く)

新株予約権の数 ４個
目的となる株式数 2,000個
保有者数 1名
　

社外取締役
新株予約権の数 －個
目的となる株式数 －株
保有者数 －名
　

監査役
新株予約権の数 －個
目的となる株式数 －株
保有者数 －名
　

(2) 新株予約権等の状況
① 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

(注) 1. 新株予約権の行使条件は以下のとおりであります。
①新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時において、当社もしくは当社の子会社の取締役、監査
役、従業員またはこれに準じる地位にあることを要する。ただし、新株予約権者が任期満了により退任または退職した場合、あるいは取
締役会が正当な理由があると認めた場合は、この限りではない。
②新株予約権者は、当社株式が割当日以降において金融商品取引所に上場された場合に限り、権利行使期間内に権利行使することができ
る。
③各新株予約権１個当たりの一部行使はできないものとする。

2. 2020年11月13日開催の取締役会決議に基づき、2020年12月2日開催の臨時株主総会の終結時を効力発生時点として、2020年12月2日
付で普通株式１株につき2,000株の割合で株式分割を行っており、新株予約権の数、目的となる株式の種類と数、行使に際して出資される
財産の価額は、分割後の数値を記載しております。
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第１回新株予約権
発行決議日 2020年12月２日

新株予約権の数（注)2 64個

新株予約権の目的となる株式の種類と数(注)2 普通株式 32,000株
（新株予約権1個につき 500株）　

新株予約権の払込金額 新株予約権と引換えに払い込みは要しない

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額(注)2 新株予約権1個当たり 420,000円
（1株当たり 840円）　

権利行使期間 2022年12月3日から
2030年12月2日まで

行使の条件 （注)1

使用人等への交付状況

当社使用人
新株予約権の数 11個
目的となる株式数 5,500株
交付者数 8名　

子会社の役員及び使用人
新株予約権の数 53個
目的となる株式数 26,500株
交付者数 34名
　

② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に交付した新株予約権の状況
　該当事項はありません。

③ その他新株予約権等の状況

(注) 1. 新株予約権の行使条件は以下のとおりであります。
①新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時において、当社もしくは当社の子会社の取締役、監査
役、従業員またはこれに準じる地位にあることを要する。ただし、新株予約権者が任期満了により退任または退職した場合、あるいは取
締役会が正当な理由があると認めた場合は、この限りではない。
②新株予約権者は、当社株式が割当日以降において金融商品取引所に上場された場合に限り、権利行使期間内に権利行使することができ
る。
③各新株予約権１個当たりの一部行使はできないものとする。

2. 2020年11月13日開催の取締役会決議に基づき、2020年12月2日開催の臨時株主総会の終結時を効力発生時点として、2020年12月2日
付で普通株式１株につき2,000株の割合で株式分割を行っており、新株予約権の数、目的となる株式の種類と数、行使に際して出資される
財産の価額は、分割後の数値を記載しております。
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会社における地位 氏名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長
お
尾

 

　
まつ
松

 

　
ひで
豪

 

　
とし
紀

株式会社メイホーエンジニアリング　代表取締役会長
一般社団法人マルエイソーシャルサポート　理事

取締役専務執行役員
の
野

 

　
じま
島

 

　
 

　
とおる
透

経営戦略室長
学校法人二松学舎評議員
学校法人中国学園大学客員教授
山田方谷記念館名誉館長

取締役
かわ
河

 

　
い
合　

あ き ら
清　明

建設関連サービス事業担当
株式会社メイホーエンジニアリング　代表取締役社長
一般社団法人岐阜県建設コンサルタンツ協会　監事

取締役
の
野

の
々

むら
村

 

　
もと
元

 

　
じ
次

野々村元次税理士事務所　所長
一般社団法人マルエイソーシャルサポート　監事

取締役
ふる
古　

かわ
川

 

　
くに
國

 

　
ひさ
久 シップヘルスケアホールディングス株式会社代表取締役会長

常勤監査役
いし
石

 

　
だ
田

 

　
やす
康

 

　
とし
利

株式会社メイホーエンジニアリング　監査役
株式会社メイホーアティーボ　監査役
株式会社メイホーエクステック　監査役
株式会社アルト　監査役

監査役
うら
浦

 

　
た
田

 

　
ます
益

 

　
ゆき
之 弁護士法人シティサンライズ法律事務所　代表弁護士

監査役
うえ
上

 

　
だ
田

 

　
けい
圭

 

　
すけ
祐

公益財団法人日比科学技術振興財団　監事
一般社団法人越山科学技術振興財団　監事
公益財団法人三甲美術館　監事

(3) 会社役員の状況
① 取締役及び監査役の状況（2023年6月30日現在）

(注) 1. 取締役 野々村元次氏及び取締役 古川國久氏は、社外取締役であります。
2. 監査役 浦田益之氏及び監査役 上田圭祐氏は、社外監査役であります。
3. 上田圭祐氏は公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。
4．当社は、東京証券取引所及び名古屋証券取引所の定めに基づき、取締役 野々村元次氏及び取締役 古川國久氏、監査役 浦田益之氏及び監

査役 上田圭祐氏を独立役員として、両取引所に届け出ております。
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② 責任限定契約の内容の概要
　当社と各社外取締役及び各社外監査役は、会社法第423条第1項の損害賠償責任について法令に定める要件に該
当する場合には損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令に定める最低責任限度額であります。

③ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要
　当社は、保険会社との間で、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しておりま
す。
イ．当該保険契約の被保険者の範囲
　　当社及び子会社（MEIHO APHIVAT CO.,LTD.を除く）の取締役及び監査役
ロ．当該保険契約の内容の概要

　　　被保険者に該当する役員が、役員としての業務中の行為（不作為を含む）に起因して、保険期間中に株主、投
　　　資家、従業員その他第三者から損害賠償請求を提起された場合において、被保険者が損害賠償金・争訟費用を
　　　負担することによって被る損害に対して、保険金が支払われます。ただし、違法行為による損害や他種の賠償
　　　責任保険により填補されうる損害は填補されない等、一定の免責事由があります。

ハ．当該保険契約の保険料
　　保険料は全額当社負担となっております。
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役員区分 報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる役員の員数
（名）基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取締役(うち社外取締役) 54,015
(6,300)

54,015
(6,300)

－
(－)

－
(－)

7
(2)

監査役(うち社外監査役) 12,000
(7,200)

12,000
(7,200) － － 3

(2)

合　計(うち社外役員) 66,015
(13,500)

66,015
(13,500)

－
(－)

－
(－)

10
(4)

④ 取締役及び監査役の報酬等
イ. 取締役の報酬等の内容の決定に関する方針等
　当社は、2020年9月15日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針を決議
しております。当社は取締役報酬配分ルールに基づき決定しており、その内容は業績及び職責等を勘案し、固定
報酬の支給を行うこととしております。なお、2020年９月29日に開催した第４回定時株主総会にて取締役８名
の報酬総額を年額500百万円以内、監査役３名の報酬総額を年額50百万円と決議しております。
　取締役の報酬については、株主総会で決議された範囲内で、取締役報酬配分ルールに基づき個別の報酬額を取
締役会で決定しております。個別の報酬額は、月例報酬のみで構成されており、会社の経営成績とそれに対する
貢献度を考慮し決定しております。当事業年度に係る各取締役の報酬につきましても取締役会において妥当なも
のと判断しております。
　監査役の報酬については、月例報酬のみであり、株主総会で決議された範囲内で監査役の協議により決定して
おります。
　第7期事業年度の役員の報酬額は、取締役については2022年９月13日の取締役会（第6回定時株主総会にて
候補者が選任されることが条件）で承認されており、監査役については2022年９月13日の監査役会で承認され
ております。
ロ. 当事業年度に係る報酬等の総額等

(注) 1. 取締役（社外取締役を除く）の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
2．当事業年度末の取締役の員数は５名、監査役の員数は3名であります。
3. 取締役の金銭報酬の額は、2020年9月29日開催の第4回定時株主総会において年額500,000千円以内（うち、社外取締役分年額

50,000千円以内）と決議しております。なお、取締役の金銭報酬の額には使用人兼務取締役の使用人分給与は含まないものとしており
ます。当該株主総会終結時の取締役の員数は８名（うち社外取締役は1名）です。

4. 監査役の金銭報酬の額は、2020年9月29日開催の第4回定時株主総会において年額50,000千円以内と決議しております。当該株主総
会終結時の監査役の員数は３名（うち社外監査役は２名）です。
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出席状況、発言状況および社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取締役　野々村　元次
当事業年度に開催された取締役会14回のうち13回に出席いたしました。主に税理士とし
ての専門的見地から当社における経営のリスクや課題に関し客観的・中立的立場から意見
を述べるなど、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っ
ております。

取締役　古川　國久
2022年9月29日就任以降、当事業年度に開催された取締役会11回のうち11回に出席いた
しました。長年にわたるグループ企業に関する経営経験をもとに、取締役会の意思決定の
妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っております。

監査役　浦田　益之
当事業年度に開催された取締役会14回のうち14回、監査役会20回のうち20回に出席いた
しました。出席した取締役会及び監査役会において、主に弁護士としての専門的見地から
当社における経営のリスクや課題に対し適宜、必要な発言を行っております。

監査役　上田　圭祐
当事業年度に開催された取締役会14回のうち13回、監査役会20回のうち20回に出席いた
しました。出席した取締役会及び監査役会において、主に公認会計士としての専門的見地
から当社における経営のリスクや課題に対し適宜、必要な発言を行っております。

⑤ 社外役員に関する事項
イ. 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役 野々村元次氏は、野々村元次税理士事務所の所長、一般社団法人マルエイソーシャルサポート
の監事であります。当社と各兼職先との間には特別の関係はありません。

・取締役 古川國久氏は、シップヘルスケアホールディングス株式会社の代表取締役会長であります。当
社と兼職先との間には特別の関係はありません。

・監査役 浦田 益之氏は、弁護士法人シティサンライズ法律事務所の代表弁護士であります。当社と兼職
先との間には特別の関係はありません。

　　　 ・監査役 上田 圭祐氏は、公益財団法人日比科学技術振興財団の監事、一般社団法人越山科学技術振興財
　　　　団の監事、公益財団法人三甲美術館の監事であります。当社と各兼職先との間には特別の関係はありま
　　　　せん。

ロ. 当事業年度における主な活動状況
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報酬等の額（千円）

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 31,300

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 31,300

(4) 会計監査人の状況
① 会計監査人の名称

有限責任 あずさ監査法人

② 報酬等の額

(注) 1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておら
ず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

2. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な
検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

③ 非監査業務の内容
　該当事項はありません。

④ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主総会に提出
する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査
役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集
される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
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(5) 業務の適正を確保するための体制
① 内部統制システム構築の基本方針
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正を確保するた

めの体制について、「内部統制システム構築の基本方針」を2020年10月15日開催の取締役会において決議
し、執行役員制度の導入に対応して2022年9月29日に改訂しております。当社グループにおきましては、当該
基本方針に基づき内部統制システムを構築し適切な運用を行っております。

a. 当社グループの取締役、執行役員及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す
るための体制

　イ. 「グループコンプライアンス規程」を制定するとともに、コンプライアンス委員会を設置し、コンプライア
ンス体制の構築・維持にあたります。

　ロ. コンプライアンスに関する教育・研修を適宜開催し、コンプライアンス意識の維持・向上を図ります。
　ハ. 内部通報制度を設け、すべての役員、執行役員及び従業員が、問題の早期発見・未然防止を図り、適切かつ

迅速に対応します。
　ニ. 健全な会社経営のため、反社会的勢力とは決して関わりを持たず、また不当な要求には断固としてこれを拒

絶します。

b. 当社の取締役及び執行役員の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　イ. 取締役及び執行役員の職務の執行に関わる情報については、法令及び「グループ文書管理規程」等に基づ

き、適切に保存及び管理を行います。
　ロ. 取締役及び監査役は、これらの文書等を、常時閲覧できる体制とします。

c. 当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　イ. 「グループリスクマネジメント規程」を制定し、各社の事業活動において想定される各種のリスクに対応す

る部署または組織、責任者を定め、適切に評価・管理体制を構築します。
　ロ. リスクマネジメント委員会を設置し、事業活動における各種リスクに対する予防・軽減体制の強化を図りま

す。
　ハ. 危機発生時には、緊急事態対応体制をとり、社内外への適切な情報伝達を含め、当該危機に対して適切かつ

迅速に対処するものとします。

d. 当社グループの取締役及び執行役員の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　イ. 当社においては、取締役会の意思決定機能及び業務監督機能と、取締役及び執行役員の業務執行機能を分離

します。
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　ロ. 「取締役会規則」、「執行役員規程」、「グループ職務分掌規程」及び「グループ職務権限規程」を定め、
当社グループの取締役及び執行役員の職務、権限及び責任の明確化を図ります。

　ハ. 当社グループにおいては、取締役会及びグループ執行役員会を毎月１回以上開催します。

e. 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
　イ. 当社の取締役会は、当社グループの経営計画を決議し、経営企画部はその進捗状況を毎月取締役会に報告し

ます。
　ロ. 内部監査室は、当社グループの内部監査を実施し、その結果を当社代表取締役社長に報告します。
　ハ. 経営企画部を関係会社統括部署とし、「関係会社管理規程」に基づき関係会社の管理業務を行います。
　ニ. 当社グループの行動基準として、「グループウェイ（行動指針・行動規範）」を周知します。

f. 当社の監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における当該従業員に関する事
項、及び当該従業員の当社の取締役からの独立性、並びに当社の監査役の当該従業員に対する指示
の実効性の確保に関する事項

　イ. 監査役の求めに応じて、取締役会は監査役と協議の上、監査役スタッフを任命し、当該監査業務の補助に当
たらせます。

　ロ. 監査役より監査役の補助の要請を受けた従業員は、取締役、執行役員及び上長等の指揮・命令は受けないも
のとします。

　ハ. 当該従業員の人事異動及び考課については、監査役の同意を得るものとします。

g. 当社グループの取締役、執行役員及び従業員が監査役に報告するための体制
　イ. 当社グループの業務を執行する取締役は、当社の監査役が出席する取締役会に、自己の職務の執行状況その

他必要な情報を報告または説明します。
　ロ. 当社の常勤監査役が出席するグループ執行役員会において、当社の執行役員、その他のメンバーは、当社グ

ループにおける業務執行に係る重要事項について連絡、協議します。
　ハ. 当社グループの取締役、執行役員及び従業員は、経営に重大な影響を及ぼす事項、法令・定款に違反すると

思われる事項、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したときは、監査役会又は監査役に報告で
きるものとします。

　ニ. 当社の監査役会又は監査役は、必要に応じて、当社グループの取締役、執行役員、内部監査室等の従業員、
会計監査人に対して報告を求めます。

　ホ. 上記ハ．ニ．に基づき報告を行った当社グループの取締役、執行役員及び従業員が、当該報告を行ったこと
を理由として、不利な取扱いを受けることを禁じるものとします。
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h. その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　イ. 監査役会は、法令に従い、社外監査役を含み、公正かつ透明性を担保します。
　ロ. 監査役は、代表取締役社長と定期的に意見交換を行い、相互の意思疎通を図ります。
　ハ. 監査役は、会計監査人及び内部監査室と定期的に情報交換を行い、相互の意思疎通を図ります。
　ニ. 監査役は、監査業務に必要と判断した場合は、当社の費用負担にて弁護士、公認会計士、その他専門家の意

見を聴取することができます。
　ホ. 監査役は、その職務の執行について、当社に対し、会社法第388条に基づく費用の前払い等の請求をした時

は、当該請求に係る費用又は債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに
当該費用又は債務を処理します。

② 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社は、当事業年度における内部統制システムについて、以下のように運用しております。
a. 重要な会議の開催状況
　取締役会は、月１回の定時取締役会のほか、必要に応じて開催した臨時取締役会を含め、計14回開催しており

ます。取締役会には、社外取締役、社外監査役を含むすべての取締役、監査役が出席しており（欠席は、取締
役、社外取締役及び社外監査役が各1名1回）、法令、定款及び取締役会規則に定められた事項のほか、経営に
関する重要事項を決定し、また経営計画の進捗状況等の報告を受けております。

　コンプライアンス委員会を2回開催し、あわせて、グループ全体を対象としたコンプライアンス勉強会を実施し
ております。また、リスクマネジメント委員会を2回開催し、事業活動における各種リスクに対する予防・軽減
体制の強化に取り組んでおります。

b. 監査役の職務の執行について
　常勤監査役及び社外監査役2名は、月1回の監査役会のほか、代表取締役との意見交換、会計監査人及び内部監

査室との三様監査会議を含めた計20回開催の監査役会に出席しております。また、常勤監査役は、監査計画に
基づき子会社4社の取締役会に出席する等により得た結果を随時他の監査役に報告しております。

c. 内部監査の実施について
　内部監査室は、当事業年度の内部監査計画に従い、当社5部署及びグループ各社19拠点の計24拠点に対して往

査を実施し、その結果を当社代表取締役に報告しております。また、改善が必要と判断した各拠点に勧告を行
い、改善報告書の受領及びフォローアップ監査を適切に実施しております。
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(6) 会社の支配に関する基本方針
　当社は、財務及び事業の方針の決定を支配する者は、安定的な成長を目指し、企業価値の極大化・株主共同の利益
の増強に経営資源の集中を図るべきと考えております。
　現時点では特別な買収防衛策は導入いたしておりませんが、当社の株式は、市場において自由に取引されるべきも
のであると考えており、大規模買付行為については原則として否定するものではなく、最終的には株主の皆様の自由
な意思に基づいて決定されるべきものと考えております。また、大規模買付行為であっても、当社の企業価値ひいて
は株主共同の利益に資するものであればこれを否定するものではありません。しかしながら、不適切な者によって、
当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止し、当社の企業価値の安定、株主共同の利益に資する対応
の必要性は認識しており、今後も引き続き社会情勢等の変化を注視しつつ弾力的な検討を行ってまいります。

(７) 剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社グループは、株主に対する利益還元を重要な経営課題として認識しており、将来の事業拡大と財務体質の強化
のために必要な内部留保を確保しつつ、安定的かつ継続的な配当を実施していくことを基本方針としておりますが、
いまだ内部留保が充実しているとはいえず、2017年２月に純粋持株会社として設立されて以来、配当を行っており
ません。将来的には、内部留保の充実状況及び取り巻く事業環境を勘案しながら株主への利益の配当を目指してまい
りますが、誠に遺憾ではありますが、期末配当を無配とさせていただきます。
　なお、当社の剰余金の配当につきましては、「会社法第459条第１の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余
金の配当等を行うことができる。」を定款に定めております。
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連結貸借対照表（2023年6月30日現在） (単位：千円)

科目 金額 科目 金額
資産の部 負債の部
流動資産 2,424,332 流動負債 1,444,800
現金及び預金 1,127,134 買掛金 184,969
受取手形 2,034 １年内返済予定の長期借入金 34,992
売掛金 502,561 リース債務 5,602
契約資産 590,850 未払金 39,804
原材料及び貯蔵品 30,631 未払費用 374,265
前払費用 47,200 未払法人税等 139,910
未収入金 106,393 未払消費税等 149,403
その他 17,587 契約負債 285,266
貸倒引当金 △59 預り金 49,465

固定資産 1,722,537 賞与引当金 165,035
有形固定資産 1,112,744 工事損失引当金 13,813
建物及び構築物 1,417,376 その他 2,276
減価償却累計額 △911,446 固定負債 576,956
建物及び構築物（純額） 505,930 長期借入金 297,512

土地 514,891 リース債務 4,565
リース資産 48,601 役員退職慰労引当金 55,175
減価償却累計額 △40,217 退職給付に係る負債 158,413
リース資産（純額） 8,385 繰延税金負債 10,471
その他 653,949 資産除去債務 46,834
減価償却累計額 △570,409 その他 3,986
その他（純額） 83,539 負債合計 2,021,756

無形固定資産 393,349 純資産の部
のれん 346,361 株主資本 2,152,304
その他 46,988 資本金 446,492

投資その他の資産 216,443 資本剰余金 346,492
投資有価証券 6,630 利益剰余金 1,359,492
敷金及び保証金 61,079 自己株式 △172
繰延税金資産 125,717 その他の包括利益累計額 △27,191
その他 23,016 為替換算調整勘定 △27,191

純資産合計 2,125,113
資産合計 4,146,868 負債純資産合計 4,146,868

連結計算書類
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連結損益計算書（2022年7月1日から2023年6月30日まで） (単位：千円)

科目 金額

売上高 7,370,810
売上原価 5,147,150
売上総利益 2,223,661
販売費及び一般管理費 1,761,303
営業利益 462,358
営業外収益
受取利息 689
受取配当金 119
為替差益 11,299
受取地代家賃 13,593
補助金収入 12,184
その他 7,101 44,985

営業外費用
支払利息 6,683
投資有価証券評価損 4,750
その他 280 11,712

経常利益 495,632
特別利益
固定資産売却益 1,130 1,130

特別損失
固定資産除却損 2,283
投資有価証券売却損 408 2,691

税金等調整前当期純利益 494,070
法人税、住民税及び事業税 244,078
法人税等調整額 △19,866 224,213
当期純利益 269,858
親会社株主に帰属する当期純利益 269,858
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連結株主資本等変動計算書（2022年7月1日から2023年6月30日まで） (単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 445,022 345,022 1,089,634 △85 1,879,594

当連結会計年度中の変動額

新株の発行（新株予約権の行使） 1,470 1,470 2,940

親会社株主に帰属する当期純利益 269,858 269,858

自己株式の取得 △87 △87
株主資本以外の項目の当連結会計年度
中の変動額（純額）

当連結会計年度中の変動額合計 1,470 1,470 269,858 △87 272,710

当連結会計年度末残高 446,492 346,492 1,359,492 △172 2,152,304

その他の包括利益累計額
純資産合計

為替換算調整勘定 その他の包括
利益累計額合計

当連結会計年度期首残高 △19,506 △19,506 1,860,088

当連結会計年度中の変動額

新株の発行（新株予約権の行使） 2,940

親会社株主に帰属する当期純利益 269,858

自己株式の取得 △87
株主資本以外の項目の当連結会計年度
中の変動額（純額） △7,686 △7,686 △7,686

当連結会計年度中の変動額合計 △7,686 △7,686 265,024

当連結会計年度末残高 △27,191 △27,191 2,125,113
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貸借対照表（2023年6月30日現在） (単位：千円)

科目 金額 科目 金額
資産の部 負債の部
流動資産 1,669,007 流動負債 1,823,681
現金及び預金 714,413 関係会社短期借入金 1,705,234
前払費用 9,960 １年内返済予定の長期借入金 34,992
未収還付法人税等 11,914 未払金 14,863
関係会社短期貸付金 740,336 未払費用 29,863
１年内回収予定の関係会社長期貸付金 186,558 未払法人税等 5,531
その他 5,826 未払消費税等 11,308

固定資産 1,509,327 賞与引当金 17,353
有形固定資産 7,726 その他 4,537
建物 592 固定負債 297,631
減価償却累計額 △30 長期借入金 297,512
建物（純額） 561 その他 119
工具、器具及び備品 19,017
減価償却累計額 △12,450 負債合計 2,121,312
工具、器具及び備品（純額） 6,568 純資産の部
リース資産 3,133 株主資本 1,057,022
減価償却累計額 △2,536 資本金 446,492
リース資産（純額） 597 資本剰余金 635,677

無形固定資産 28,278 資本準備金 346,492
商標権 4,898 その他資本剰余金 289,185
ソフトウエア 23,380 利益剰余金 △24,975

投資その他の資産 1,473,323 その他利益剰余金 △24,975
関係会社株式 390,503 繰越利益剰余金 △24,975
関係会社長期貸付金 1,082,146 自己株式 △172
長期前払費用 600
その他 74 純資産合計 1,057,022

資産合計 3,178,334 負債純資産合計 3,178,334

計算書類
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損益計算書（2022年7月1日から2023年6月30日まで） (単位：千円)

科目 金額

売上高 525,782
売上総利益 525,782
販売費及び一般管理費 496,706

営業利益 29,076
営業外収益
受取利息 20,188
その他 777 20,965

営業外費用
支払利息 12,388

その他 120 12,508
経常利益 37,532
特別損失
固定資産除却損 246 246

税引前当期純利益 37,287
法人税、住民税及び事業税 3,397 3,397
当期純利益 33,890
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株主資本等変動計算書（2022年7月1日から2023年6月30日まで） (単位：千円)

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当期首残高 445,022 345,022 289,185 634,207

当期中の変動額

新株の発行（新株予約権の行使） 1,470 1,470 1,470

自己株式の取得

当期純利益

当期中の変動額合計 1,470 1,470 － 1,470

当期末残高 446,492 346,492 289,185 635,677

株主資本

純資産合計
利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当期首残高 △58,864 △58,864 △85 1,020,280 1,020,280

当期中の変動額

新株の発行（新株予約権の行使） 2,940 2,940

自己株式の取得 △87 △87 △87

当期純利益 33,890 33,890 33,890 33,890

当期中の変動額合計 33,890 33,890 △87 36,742 36,742

当期末残高 △24,975 △24,975 △172 1,057,022 1,057,022

34



有限責任 あずさ監査法人

名古屋事務所
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 岩  田   国  良

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 近  藤   繁  紀

独立監査人の監査報告書
2023年８月９日

株式会社メイホーホールディングス
取締役会　御中

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社メイホーホールディングスの2022年７月１

日から2023年６月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連
結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て、株式会社メイホーホールディングス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産
及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人
は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人とし
てのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入
手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示

することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用におけ
る取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はそ
の他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他
の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討する
こと、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うこと
にある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実
を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正
に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関す
る事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視すること
にある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な

虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対す
る意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計する
と、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断され
る。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専
門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した
監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部
統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの
合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査
報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算
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書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められ
ている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況
により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連
結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監
査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。
監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内
部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報
告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守した
こと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するため
にセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。
以　上
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有限責任 あずさ監査法人

名古屋事務所
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 岩  田   国  良

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 近  藤   繁  紀

独立監査人の監査報告書
2023年８月９日

株式会社メイホーホールディングス
取締役会　御中

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社メイホーホールディングスの2022年７

月１日から2023年６月30日までの第７期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本
等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認
める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、
我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上
の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示

することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用におけ
る取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその
他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の

計算書類に係る会計監査報告
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記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討するこ
と、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことに
ある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実
を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表
示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切である
かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事
項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視すること
にある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚

偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意
見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計
算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専
門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した
監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制
を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの
合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証
拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報
告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の
注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。
監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、
企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
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・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
ているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書
類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内
部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報
告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守した
こと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するため
にセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書

当監査役会は、2023年6月期（2022年7月1日から2023年6月30日まで）の事業年度における取締役の職務
の執行に関して、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告します。

１．監査の方法及びその内容
(1) 監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計画、職務の分担等を定め、取締役、内

部監査部門等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会に出席し、
取締役及び内部監査部門等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、その他株式会社の業務の適正
を確保するために必要なものとして、会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する
取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）の状況を監視及び検証
いたしました。

(3) 子会社については、子会社監査役及び内部監査室より会社の状況報告を受けました。
(4) 財務報告に係る内部統制については、取締役等及び有限責任監査法人あずさ監査法人から当該内部統制の

評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
(5) 以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。
(6) さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとと

もに、会計監査人からその職務の遂行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
(7) 会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号

に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備し
ている旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書
及び株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

監査役会の監査報告
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２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めま
す。

② 取締役の業務執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システム
に関する取締役の職務の執行についても、財務報告に係る内部統制を含め、指摘すべき事項は認められま
せん。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
① 会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
① 会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2023年8月9日

株式会社メイホーホールディングス　　監査役会
　　　　常勤監査役　　石田　康利　㊞
　　　　社外監査役　　浦田　益之　㊞
　　　　社外監査役　　上田　圭祐　㊞

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以 上
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会場
じゅうろくプラザ　2階ホール
岐阜県岐阜市橋本町1丁目10番地11　TEL.〈058〉262－0150㈹

交通

JR岐阜駅より…………………………………… 徒歩／約 2 分
名鉄岐阜駅より………………………………… 徒歩／約 7 分
岐阜各務原I.Cより約10km……………………… 車／約15分
岐阜羽島I.Cより約15km………………………… 車／約20分
　

定時株主総会会場ご案内図
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※じゅうろくプラザ駐車場は有料です。
　ご了承ください。
※会場周辺は禁煙地域となっております。

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。


